
〒 －

審査

入力

通知

番号 市内
（主）

市内
（従）

県内 県外
申請者
確認欄

湯沢市
確認欄

備考

1 ○ ○ ○ ○ ✔

2 ○ ○ ○ ○

3 ○ ○ ○

4 ○ ○ ○ ○

5 ○ ○ ○ ○

6 ○ ○ ○ ○

7 ○

8 ○ ○ ○ ○

9 ○ ○ ○ ○

10 ○ ○ ○ ○

11 ○ ○ ○ ○

12 ○ ○ ○ ○

13 ○ ○ ○ ○

14 ○ ○

15 ○

16 ○ ○

17 ○ ○ ○ ○

18 ○ ○ ○ ○

19 ○ ○ ○ ○

20 ○ ○

受理票（郵送の場合必須）
（持参の場合は必要な方のみ）

参考様式

返信用封筒（郵送の場合必須）
(84円切手を貼り、返送先を記載したもの)

※申請日前３か月以内のものとします。書類に不足があると受理できませんのでお気をつけください。

提 出 書 類 チ ェ ッ ク シ ー ト

令和６・７年度　湯沢市物品購入等競争入札参加資格審査申請書

暴力団排除に関する誓約書兼同意書

役員等調書

書類名

提出書類チェックシート

物品購入等競争入札参加資格審査申
請書

委任状
（支店等に委任する場合のみ）

資格審査調書

営業種目等調書
（２枚目は該当業者のみ）

実績調書

営業所調書

商業登記簿謄本又は登記事項証明書
※【法人の方】

営業証明書※　【個人の方】

資格・免許取得者一覧
（必要とする業種のみ）

様式第６号

様式第７号

(写し可)

身分証明書※　【個人の方】

営業所一覧表
（支店・営業所等がある事業者のみ）

湯沢市税完納証明書※　（市内業者）

秋田県税納税証明書（滞納がない証明
※ （県内業者）

国税納税証明書※　（県内・県外業者）
様式「その３の２」【個人】、
様式「その３の３」【法人】

許可・認可を証する証明
（必要とする業種のみ）

様式第１号

参考様式

様式第２号

様式第５号

参考様式

参考様式

(写し可)

(原本)

(写し可)

(写し可)

(写し可)

参考様式

参考様式

※湯沢市記入欄です。

 市内 ・ 県内 ・ 県外

様式等

 申請者所在地

フリガナ

商号又は名称

代表者役職名

フリガナ

代表者氏名
受付印

◆ クリアファイル（A４版、透明）に番号順に並べて入れて提出してください。
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様式第１号（第４条関係）

申請者（本店・本社、個人）

〒 －

委任を受けて市と取引を行う支店・営業所等　（本店での登録、個人登録の場合は記入不要です。）

〒 －

申請担当者 使用印鑑 ※ゴム製浸透印は不可

申請区分 新規 更新

物品購入等競争入札参加資格審査　申請書

　市が発注する物品の買入れ、製造の請負、修繕及び改造並びに市が行う物品の売払い、役務の提供に係る競争
入札に参加したいので、指定の書類を添え、資格の審査を申請します。
　なお、この申請書及び添付書類の内容は事実と相違ないこと、地方自治法施行令第167条の４第１項（第167条の
11第１項において準用する場合を含む。）に該当しないこと及び申請する営業種目について法令等の資格要件を
具備していることを誓約します。

所 在 地

　湯沢市長　　様

フ　　リ　　ガ　　ナ

実印

商 号 又 は 名 称

代 表 者 役 職 名

フ　　リ　　ガ　　ナ

代 表 者 氏 名

連 絡 先 ＴＥＬ ＦＡＸ

フ　　リ　　ガ　　ナ

商 号 又 は 名 称

受 任 者 役 職 名

Ｍａｉｌ

氏名

ＴＥＬ

ＦＡＸ

フリガナ

連 絡 先

※市との取引において、入札書・見積書・契約書・請求書
等に使用する印鑑を押印してください。
※委任先を、支店・営業所等で登録する場合は、支店・営
業所等が使用する印鑑を押印してください。

法 人 番 号 （ 13 桁 ）

※初めて申請する場合は「新規」、現在の名簿に登録中で引き
続き申請する場合は「更新」に〇を付してください。

ＴＥＬ ＦＡＸ

（検査用数字１＋基礎番号12）

部署

フ　　リ　　ガ　　ナ

受 任 者 氏 名

所 在 地
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（参考様式）

　湯沢市長　様

委任者 所在地

商号又は名称

代表者職氏名 ㊞

　私は、下記の者を受任者（代理人）と定め、次の事項に関する権限を委任します。

所在地

商号又は名称

受任者職氏名 ㊞

年 月 日 から

年 月 日 まで

(1)　入札及び見積に関すること。

(2)　契約の締結及び履行に関すること。

(3)　代金の請求及び受領に関すること。

(4)　保証金の納付、還付請求及び受領に関すること。

(5)　復代理人の選任に関すること。

(6)　前各号に付帯する一切に関すること。

委　任　状

記

　１　受任者

　２　委任期間

　３　委任事項

以上
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様式第２号（第４条関係）

人 年 月

人 年 月

人 年 月から

人 年 月まで

人 年

資格審査調書

※従業員数は、申請日現在で雇用されている全ての職員について記入してください。

千円

※売上高Ａ・Ｂは、損益計算書の「売上高」総額を記入してください。
※事業を継続している期間が２事業年度未満の場合は、前年売上高のみ記入してください。
※組織の変更があった場合（個人事業から法人に移行した場合、又は他の企業を吸収合併した場合等）
　 は、移行前の個人事業、吸収前の実績を記入してください。

年間売上
実績高

②

経
営
状
況

前年売上高　Ａ

千円 千円

平均売上高　（Ａ＋Ｂ）／２前々年売上高　Ｂ

千円 ％

千円

営業年数（申請時）

千円

流動負債の額　B 流動比率Ａ／Ｂ×100

千円千円

直近の決算期

（うち常時雇用者）

自己資本額

経営比率
（直近決算）

千円

資本金

準備金・積立金等

流動資産の額　A

商号又は名称

決算日 ※決算手続きが完了している直近の決算日

経
営
状
況
①

直近の前年度の決算期

営
業
経
歴

創業年

現組織への変更

営業の休止・停止期間

従
業
員
数

合計

その他の職員

事務関係職員

技術関係職員
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様式第５号

◆１．登録を希望する営業種目

◎ 別紙「営業品目分類表」を参照し、番号・営業種目を記載してください。

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

【備考】

　 ・申請できる営業品目は、最大で20種目までです。

・（ア）取扱いできる品目・業務について、記載欄が足りない場合は、別紙等へ記載し適宜対応してください。

・「その他」がつく営業種目に登録希望の場合は、次ページで取扱う内容について詳細を記載してください。

・取扱い品目及び業務に変更があった場合は、記載事項変更届（様式第３号）を提出してください。

・一般賃貸及び車両賃貸でのリース登録を希望する場合は、（ア）の欄の品目ごとに①市、②リース物件の売り主、③
リース料率設定者の３者のうち、どの役割が可能か【②③（２者契約）】【②のみ（３者契約）】【③のみ（３者契約）】と記載
してください。

営業種目等調書

番号
（４桁）

営業種目

（※該当があれば記載してください）

（ア）例示に記載がないが
　　　取扱いできる品目・業務等

（イ）例示のうち
　　　取扱いできない品目・業務

その他を選択した
場合は、必ず具体
的な品目・業務内
容を「◆２．特定品
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様式第５号

◆２．特定品目に関する調書

次の営業種目について登録する場合、取扱う内容について、具体的かつ簡潔に記載してください。

（１） 「その他」がつく営業種目に関する詳細

分類 番号

（物品） 0399

（物品） 1399

（物品） 1599

（物品） 1699

（物品） 1799

（物品） 2098

（物品） 2099

（物品） 4999

（役務） 5099

（役務） 5199

（役務） 5399

（役務） 5499

（役務） 5599

（役務） 5899

（役務） 5999

（役務） 6099

（役務） 6199

（役務） 6399

（役務） 6499

（役務） 9999

（２） 代理店・特約店契約等により取扱いできる品目

　取扱いできるメーカー名・商品名があれば記載してください。

番号

その他（その他役務）

その他（病害虫防除）

その他（コンピュータ業務）

代理店、特約店、取扱店

代理店、特約店、取扱店

代理店、特約店、取扱店

代理店、特約店、取扱店

代理店、特約店、取扱店

営業種目 メーカー名・商品名

代理店、特約店、取扱店

営業種目 取扱う内容

その他（什器）

その他（機械器具類）

その他（薬品・材料類）

その他（厨房・冷暖房機器類）

その他（電気・通信機器）

その他のレンタル

その他のリース

その他（修繕）

その他（警備）

その他(検査・測定・健（検）診）

その他（調査・計画）

その他(通信設備保守）

その他（機械設備等保守管理）

その他（上下水道施設管理）

その他（電気設備保守）

その他（その他物品）

その他（建物清掃環境衛生管理等）
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（参考様式） 商号又は名称

営業種目
番号 品目名　 （ メーカー名 ) 数　量 金　　額　（円） 納　入　先 契約年月日

実納入日
又は期限

納　 入 　実 　績 　調　 書

7



（参考様式） 商号又は名称

営業種目
番号 業　　　　務　　　　名

元・下請
の区別

業務の
規模等

契約額 発注者 着手年月 完了年月

 

役　 務　 等　 実 　績 　調　 書
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営業所等名称 【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】

№ 氏名 年齢 区分

1

2

3

4 年 月 日

5 年 月 日

6 年 月 日

7 年 月 日

8 年 月 日

9 年 月 日

10 年 月 日

11 年 月 日

12 年 月 日

13 年 月 日

14 年 月 日

15 年 月 日

16 年 月 日

17 年 月 日

18 年 月 日

19 年 月 日

20 年 月 日

【記載要領】

　１　この従業員名簿は湯沢市物品購入等競争入札参加資格審査に申請する営業所 ① 役員

　　（名簿に登録を申請する営業所）の従業員のみを記載してください。） ② 事務関係従業員

　２　申請日現在で、常時雇用されている全ての従業員について記載してください。 ③ 営業関係従業員

　３　区分欄には、右記項目に該当する番号を記載してください。２つ以上兼ねている ④ 技術関係従業員

　　者は、主たる職務に該当する番号を記載してください。 ⑤ その他

　４　２枚目以降の名簿は、必要枚数を適宜コピーしてください。

営　業　所　調　書　（従　業　員　名　簿）

雇用年月日

区
　
　
分

居住地（市町村）
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営業所等名称 【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】

・営業所等全景写真（周囲の状況含む）

・営業所等出入口付近の外観

※郵便受けや社名がわかるように写っているもの、１か月以内に撮影されたもの。白黒写真不可。

営　業　所　調　書　（写　真）

※営業所の全景で、社名がわかるように写っているもの、１か月以内に撮影されたもの。白黒写真不可。

営業所等の建物

営業所等の形態

☑独立した事務所　　□テナントビル内　　□戸建住宅、マンション内

☑申請営業所等専用　　□他の事業所と併設
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・営業所等内部

※営業所等内部が広範囲に写っているもの、１か月以内に撮影されたもの。白黒写真不可。

・通信機器設置状況

※通信機器がわかるように写っているもの、１か月以内に撮影されたもの。白黒写真不可。

【記載要領】

　１　建物の状況や形態、設備等の当てはまるところに、レ点を入れてください。

　２　各箇所とも１枚若しくは２枚添付してください。

  　  設備等 ☑電話　　☑ＦＡＸ　　☑パソコン　　☑プリンタ　　☑インターネット接続

撮影年月日

11



（参考様式）

主たる営業所
（本店・本社）

営業所等名称 郵便番号 所在地 TEL FAX

従たる営業所
（支店・支社等）

営業所等名称 郵便番号 所在地 TEL FAX

※　「営業所等名称」欄には、本店及び営業所の名称を記載すること。

営業所一覧表
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（参考様式）

営業種目
番号

氏　　　名
法令等による免許等の名称

（登録番号）
取得年月日 経験年数

年 　 月　  日 年　　月

年 　 月　  日 年　　月

年 　 月　  日 年　　月

年 　 月　  日 年　　月

年 　 月　  日 年　　月

年 　 月　  日 年　　月

年 　 月　  日 年　　月

年 　 月　  日 年　　月

年 　 月　  日 年　　月

年 　 月　  日 年　　月

年 　 月　  日 年　　月

年 　 月　  日 年　　月

年 　 月　  日 年　　月

資格･免許取得者一覧

※「法令による免許等」の欄には、業務に関し法律による免許又は技能の認定を受けたものを記載すること。
　　（例：○○管理士、○○整備士等）　また、各資格の登録番号は（　）書きで必ず記載すること。

商号又は名称
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様式第６号

湯沢市長　　様

㊞代表者職氏名

所 在 地

商号又は名称

暴力団排除に関する誓約書兼同意書

私は、法令及び湯沢市が定める入札参加関連規定を遵守した上で入札参加を行うもの

とし、下記の事項について誓約します。

なお、暴力団排除に関する調査が必要と認められた場合、秋田県湯沢警察署に「役員

等調書」を照会することについて同意します。

記

１ 次のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。

⑴ 湯沢市暴力団排除条例（平成24年条例第２号）第２条に規定する暴力団又は暴力

団員が実質的に経営に関与している会社、事業所等であること。

⑵ 役員等（個人の場合は代表者、法人の場合は登記簿謄本等に記載されている全て

の者）が、暴力団員であること、若しくは暴力団又は暴力団員と密接な関係を有

する者であること。

⑶ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用すること。

⑷ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している

こと。

２ 仕入れや委託先の会社、事業所等が暴力団又は暴力団員が実質的に経営に関与して

いることを知りながら、契約等の取引をすることはありません。

３ 暴力団又は暴力団員からの不当な要求には決して応じません。また、不当な要求が

あった場合には、ただちに警察署へ通報【１１０番通報等】するとともに、湯沢市

に報告します。

４ 「役員等調書」は別紙のとおり。

14



様式第７号

フ　リ　ガ　ナ

法人名、商号、
名称等

所　　在　　地
（本　社）

漢　字 ﾌﾘｶﾞﾅ 元号 年 月 日

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

市内・市外 工　　　事　№

市内・市外 コンサル　 №

市内・県内・県外 物品役務　№ 頁数 ／ 総頁数

市
記
入
欄

役　員　等　調　書

役　　職　　名
氏　　　　　　　　　　　名 生　年　月　日

※この書類は、暴力団排除に関する調査が必要と認められた場合、秋田県湯沢警察署に照会します。

他の目的に使用しません。

※申請時の役員等について漏れなく記入してください。

※ 法人の場合は、役員（事業協同組合の場合は理事）及び受任者について記入し、その役職（「代

表取締役」、「取締役」、「監査役」、「支店長」等）を記入してください。

※ 個人の場合は、事業主及び受任者について記入し、役職名には「事業主」、「受任者」のいずれ

かを記入してください。

※ 用紙が不足する場合は、「役員等調書 （別紙）」を使用し、頁数及び総頁数を記入してください。

15



（あて先）湯沢市長 税　務　証　明　交　付　申　請　書　（　湯　沢　市　入　札　参　加　資　格　審　査　申　請　用　　） 令和　５　年　10　月　20　日

①窓口に来られた方

②どなたの証明書が必要ですか？　当てはまるものに☑をつけてください。

□　本人　　　　※本人及び同一世帯員以外の方が申請される場合は、委任状が必要です。

□　同一世帯員　※法人については、委任状が必要です。 （あて先）湯沢市長 令和　５　年　10　月　20　日

☑　その他（法人を含む）

代理人（窓口に来る方）

③本人以外の場合、証明書が必要な方の住所・氏名・生年月日を記入してください。

私は上記の者に対し、下記の請求・受領・手続きに関することを委任します。

④証明書を何に使いますか？　当てはまるものに☑をつけてください。

□　金融関係　　□　特定医療　　　□　相続・登記　　□　車検

□　年金手続　　□　授業料免除　　□　福祉医療 委任者（証明書等が必要な方）

□　扶養認定　　□　奨学金申請　　□　児童手当

⑤どの証明書が必要ですか？　当てはまるものに☑をつけてください。

枚

※　委任状は、委任者（証明書等が必要な方）本人が自署・押印してください。

※　委任者が法人の場合は、法人名・代表者名・代表者印を記入・押印してください。

円

委　任　状

住所
湯沢市

　皆瀬○○番○○号
氏名 皆瀬　花子 生年月日

　大　・　昭　・　平　・　令　・　西暦

その他
23　　年　　4　　月　　5　　日

電話番号 　0183　－　73　－　0123

住所 　皆瀬○○番○○号
住所

湯沢市
　湯沢市佐竹町１番１号

その他
氏名 　皆瀬　花子 生年月日

　大　・　昭　・　平　・　令　・　西暦

氏名
株式会社　湯沢市役所
　　代表取締役　湯沢　太郎

生年月日

　大　・　昭　・　平　・　令　・　西暦 ２３　年　４　月　５　日

年　　　　　月　　　　　日　

委任事項
　☑　次の税証明の交付に関すること
        湯沢市入札参加資格審査申請に使用するための完納証明書の交付

□　保証人　　　□　公営住宅　　　□　指名入札　　　☑　その他

( 湯沢市入札参加資格審査申請 )

住所
（所在地） 　湯沢市佐竹町１番１号

氏名
（法人名）

　株式会社　湯沢市役所
　　代表取締役　湯沢　太郎

納
税

☑　完納証明書（市税に滞納がない証明）　（個人・法人） １　通

年　　　　　月　　　　　日 　

□　運転免許証
□　マイナンバーカード
□　住民基本台帳カード
□　資格者証（補助員証）＋統一請求書
□　その他（　　　　　　　　　　　　　）

※２点
○　健康保険証
○　介護保険証
○　年金手帳
○　その他（　　　　　　　　　　　　　）

聞き取り　※２点
○　家族の住所
○　家族の氏名
○　家族の生年月日
○　本籍
○　戸籍に記載された者の氏名
○　戸籍に記載された者の生年月日
○　その他（　　　　　　　　　　　）

税証明手数料

200

受付・発行 備　考

Ｒ３.12版

代表者の
生年月日

※　法人の場合は記載不要

本　人　確　認　欄 税証明通数 　　　大　・　昭　・　平　・　令　・　西暦

✔

✔
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